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新光電気グループは、SHINKO Wayにおいて「個人の生活と仕事の調和に配慮し、活力ある企業風土づくりを行う」
ことを企業指針として掲げ、誰もが働きやすい職場づくりに取り組んでいます。

個人の生活と仕事の調和
当社では、仕事と家庭の両立支援について継続的に取り組んでいます。年次休暇の一斉取
得や所定外労働の制限強化などの取り組みに加え、育児・介護・治療（不妊治療を含む）
と仕事の両立を目的とする諸制度の拡充等を進め、多様で柔軟な働き方の実現に向けた取
り組みを推進しています。
これらの取り組みが評価され、2022年12月15日付で次世代育成支援対策推進法に基づく「プ
ラチナくるみんプラス」認定を、長野県で初めて取得しました。同認定は、「子育てサポー
ト企業」として高い水準の取り組みを行っていることに加え、不妊治療と仕事の両立に向
けた職場環境整備に取り組み、一定の要件を満たした企業に対して与えられるものです。
また、これらのさまざまな取り組みにより、当社では2025年3月末における女性の平均勤続年数が21.7年で男性（17.4
年）を上回っています。これは、同業種の全国平均※1（15.7年）と比較しても高い水準となっています。
※1　�厚生労働省「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定制度に係る基準における「平均値」について」

（2024年6月14日付）より

■男性の育児休職取得促進
当社では性別によらず育児休職を取得しやすい風土醸成に取り組んでおり、男性の育児参加率の向上を目的に階層
別研修で意識啓発をはかっています。また、社内報や育児休職ガイドラインによる制度活用例の紹介や、本人とそ
の上長への育休取得勧奨などの取り組みを進め、2024年度の男性育児休職取得率は55%に上昇しました。

2022年度 2023年度 2024年度
男性社員の育児休職　取得率 20% 29% 55%

■仕事と家庭の両立支援に関する主な制度
事　情 制　　度 概要
育児 育児休職 子が1歳を迎えるまで取得可能。また、保育所の事情により子の2歳の誕生日以降最初の4月20日

までを最長とする必要な期間に延長可能
出生時育児休職（産後パパ育休） 子の出生後8週間以内に合計4週間（28日間）まで取得可能
短期育児休職（有給） 育児休職や出生時育児休職（産後パパ育休）が1 ヶ月以内である場合、保有する多目的休暇の残

日数の範囲で有給にすることが可能
育児短時間勤務 子が小学校1年生の3月31日まで利用可能。また、会社が定める事由に該当する場合は、小学

校6年生3月31日まで利用可能
所定労働時間外勤務の免除 小学校卒業時までの子をもつ場合に所定労働時間を超える労働の免除可能
出産育児サポート休暇 配偶者の産前産後8週以内に20日間取得することが可能

介護 介護休職 対象家族につき1年を最長に取得可能
介護短時間勤務 介護の事由が消滅するまで取得可能
所定労働時間外勤務の免除 要介護状態にある対象家族を介護する場合に、所定労働時間を超える労働の免除可能

退職 育児・介護・配偶者の転勤によ
る再雇用

育児、介護、配偶者の転勤に伴い本人の希望で退職しても、退職前に登録した場合は再雇用可
能

治療 休職（不妊治療） 会社が必要と認めた期間について取得可能（最長で1年）
短時間勤務 ガン、脳卒中、心疾患、糖尿病、肝炎、腎不全および厚生労働省の指定難病の罹患者や不妊治

療を行っている社員が希望する場合は、治療プランに応じた短時間勤務が可能
多目的 積立休暇 年5日支給され20日を上限として積立てることができる多目的休暇。以下の事由のいずれかに

該当する場合に取得可能（1日または1時間単位）
①連続3日以上の私傷病の療養　②公的機関へのボランティア活動
③子の看護等　④子の養育　⑤家族の介護　⑥妊娠中の諸症状　⑦不妊治療
⑧ガン、脳卒中、心疾患、糖尿病、肝炎、腎不全および厚生労働省の指定難病に関わる治療

今後もさまざまな事情を持つ社員が、どのライフステージにおいても活躍できるよう、諸制度の充実および企業風土
の醸成に力を入れてまいります。

活力ある企業風土づくり
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働きやすい職場環境の提供～働き方改革～
当社は、会社の発展・成長と社員一人ひとりの充実した健康的な生活の実現に向けて、「働き方改革」に取り組んで

います。

■働き方改革労使会議
2017年に各事業部長をはじめとする会社側代表者と労働組合代表者をメンバーとする「働き方改革労使会議」を

立ち上げ、労使トップによる「働き方改革」労使共同宣言を行い、以下の方針に基づき「長時間労働を前提としな

い働き方」や「多様で柔軟な働き方」の実行・実現に向けて全社一丸となって取り組んでいます。

「働き方改革労使会議」方針

■�会社の発展・成長と従業員一人ひとりの充実した健康的な生活の両立に向け、従来の慣行にとら
われず全社員が意識を変えて「働き方改革」に取り組む。

■�「働き方改革」の実行にあたっては、「生産性の向上」と「ワークライフバランスの実現」の両面
から取り組み、活力ある企業風土の構築と多様性をもって誰もが働きやすい職場環境づくりの実
現を目指す。

■�「働き方改革」を経営の最重要課題の1つに位置づけ、労使一体となって取り組む。

■休暇の取得促進に向けた取り組み

・年次休暇取得促進に向けた具体的な数値目標を労使で設定

・年次休暇の一斉取得日を設定

・半日年次休暇の上限回数を撤廃

・多目的休暇制度の整備（時間単位取得や中抜けが可能）　など

■「多様で柔軟な働き方」の実現に向けた勤務制度の整備

・育児、介護、治療と仕事の両立支援に関する各種勤務制度の整備

・在宅勤務制度

・コアタイムのないフレックスタイム勤務制度　など

■労働時間削減に向けた取り組み

・時間外労働の上限時間の引き下げ

・週労働時間の上限設定と管理

・連続勤務日数の上限設定と管理

・定時退社日（毎週水曜日および第2・4金曜日）の徹底

・勤務間インターバル制度による休息時間の確保

・管理職も含めた労働時間の把握　など
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■在宅勤務制度
当社は、一人ひとりの生産性向上とチームとしての成果の最大化を目的に、2020年8月、在宅勤務制度を導入しま

した。子育てや介護などの多様な事情を抱える社員も活躍し続けやすい働き方であることに加え、災害時等におい

ても事業継続性を確保するための有効な手段となります。社内会議、社内研修等の各イベントのオンライン開催が

定着し、紙資料のデジタル化などのさらなる効率化に向けた業務改善も進んでいます。

今後も、「生産性の向上」と「ワークライフバランスの実現」の両面から「働き方改革」を推進し、活力ある企業風

土の構築と誰もが働きやすい職場環境づくりの実現を目指してまいります。

労使関係
当社は、ユニオンショップ制を採用していることから、一般社員は全員、新光電気労働組合の組合員となり、全社員

に占める労働組合員比率は91.8%※2となっています。組合と締結している労働協約に基づいて、労使の代表者による

労働協議会などを定期的かつ必要に応じて随時開催し、経営方針や事業状況などに関する説明や、各種労働条件に関

する協議を実施しています。また、組合の団体交渉権も定め、交渉にあたっては相互に相手方の立場を尊重し、健全

な労使関係をもとに、さまざまな課題の解決に取り組んでいます。 

賃金水準や各種制度に関する交渉をはじめ、働き方に関する課題解決に向けた「働き方改革労使協議会」、各事業所

における安全・快適な職場づくりを目的に労使で組織する「安全衛生委員会」など、定期的に情報を共有し、会社の

発展・成長と社員一人ひとりの充実した健康的な生活の両立に向けた取り組みを労使一体となって行っています。

そのほかにも、長野県が推進する「森林（もり）の里親促進事業」には労使共同で参画し、労使が協力して環境保全

活動・社会貢献活動を展開しています。今後も継続的にさまざまな取り組みを展開してまいります。

※2　労働組合員比率：91.8%は、正規社員（管理職を含む）のうち、一般社員の比率。
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